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立法部の分析家による分析

経歴

死刑判決 

第一級殺人は、一般的に （1）意図的かつ計画的であ
る （2）または特定の他の犯罪、例えば誘拐のような
犯罪が行われている間の人間の不法殺害として定義
されています。更生保護委員会にの協議により 25年
以上後になり釈放される可能性のある終身刑により
処罰されます。しかし、現在の州法では第一級殺人
は死刑または法廷で「特別な事情」が認定された時
の仮釈放の可能性のない終身刑で処罰すると定めて
います。既存の州法では、例えば殺人が金銭的な理
由、または複数の殺人を行った時などの場合説示で
きる特別な事情の数を定めています。第一級殺人に
加えて、州法では他にも幾つかの死刑を持って罰す
ることのできる犯罪、例えば California州に対する反
逆罪等を定めています。現在の死刑法は 1978年に
California州で制定されて以来、930人が死刑判決を
受けています。近年では、毎年平均して 20名が死刑
判決を受けています。

死刑判決に法的課題
死刑判決に意義を申し立てる二つの方法。死刑判決
後、被告は二つの方法で判決に意義を申し立てるこ
とができます :

•	 直接控訴。現在の州法のもとでは、死刑判決は
自動的に California州最高裁判所に控訴してい
ます。これらの「直接控訴」では、被告の弁護
士は証拠不適切であったり後半から除外されて
いるといった州法や連邦憲法の違反が後半期間
中に行われていると主張しています。これ他の
直接上訴は、死刑判決を受けた被告の裁判記録
に焦点をあてます。California州最高裁判所が有
罪判決と死刑判決を認証した場合、被告は米国
最高裁判所に判決の検討を依頼できます。

•	 人身保護請願。直接控訴に加えて、死刑の場合
は通常、大規模な訴訟を引き起こします。まず
は California州最高裁判所、その後は連邦裁判
所です。一般に「人身保護令状」請願と呼ばれ
るこれらの異議申し立ては直接控訴とは異なる
要素を含みます。そのような要因の例として (1) 
被告の弁護士が無能であった (2) 審査員が追加
の情報を知っていれば (例えば、被告が直面し
ている身体的、心理的、または社会的要因 )死
刑を選択しなかったと思われる場合などです。 

弁護士はこの法的異議申し立てを死刑囚を代行して
行うために任命されます。California州最高裁判所は、
死刑を宣告されているものの、法的な異議申し立て
を行う余裕が無い個人のために弁護士を任命します。
これらの弁護士は司法評議会 (司法府の統治及び政

•	 州裁判所において死刑判決に対する上訴および異議
申し立てを統制する手続きを変更する。

•	 高等裁判所を最初の陳情に指定し、連続する陳述を
制限する。

•	 州裁判所において死刑判決の再審理を行う期間を確
立する。

•	 死刑判決の上訴を認めるには、死刑以外の上訴を担
当する指名弁護士を必要とする。

•	 刑務所職員は執行方法を考案する既存の規定プロセ
スから除外する。

•	 カリフォルニア州刑務所間の死刑囚移送を許可する。
•	 死刑囚の賃金のうち、被害者の損害填補に適用され
る割合を増加する。

•	 本法案が賛成票多数となった場合、死刑に関連する、

投票者が承認した他の法案は無効であることを明言
する。

州議会アナリストによる州および地方自治体の財
政への基本的な影響についての予測概要：
•	 死刑判決に対する異議申し立ての法的手続きにかか
る州裁判所コストへの継続的な財政的影響は不明で
ある。 

•	 死刑判決に対する法的な異議申し立てに関連する新
しいタイムラインに対応するために支出が加速化す
ることにより、年間数千万ドルに及ぶ州裁判所コス
トの短期的増加が見込まれる。その後、同額程度の
節減が見込まれる。

•	 年間数千万ドルに及ぶ可能性のある州刑務所コスト
の削減が見込まれる。 
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策立案体 )によって確立された資格を満たしている
必要があります。これらの弁護士の一部は、州機関、
例えば具体的には州選弁護人の事務所や人身保護リ
ソースセンターの事務所などで働いています。ほか
は California州最高裁判所により支払われている民間
の弁護士です。別の弁護士は一般的に、直接控訴と
人身保護請願のために特定の個人に変わり任命され
ます。 

州は法的異議申し立てコストがかかる。州は
California州最高裁判所にこれらの法的異議申し立て
と死刑囚の代理弁護士のための費用を支払います。州
はまた、州の法務部の死刑判決を維持しようとする
ために採用された弁護士のための費用を支払います。
合計で、州は現在、死刑判決の法的異議申し立てに
年間約 55万ドルを費やしています。
法的異議申し立ては何十年もかかることがあります。
1978年以来、死刑判決を受けた 930人の打ち、15
名が執行済み、103名が執行前に死亡、64名は経
を軽減され、748名は死刑判決を維持したまま収監
されています。748名の受刑者の大半は、直接控訴
や人身保護請願手続きなどの様々な段階にあります。
これらの訴訟 - 個人が死刑判決を受けた時からすべて
の州と連邦の法的異議申し立て手続きを終えるまで - 
は、Californiaでは様々な要因により数十年もかかり
ます。例えば、受刑者は California州最高裁判所が弁
護士を任命するまでかなりの時間を待つことができ
ます。2016年 4月の時点で、49名の死刑囚が直接
控訴のために任命される弁護士を待っている状態で、
360名が人身保護請願のために任命される弁護士を
待っている状態でした。さらに、死刑囚は彼らのケー
スが裁判所で審理されるまでにかなりの時間を待つ
ことになります。2016年 4月の時点で、推定 337
名の直接控訴、263名の人身保護請願が California州
最高裁判所で係属中でした。 

死刑の実行
死刑囚の生活場所。男性の死刑囚は一般的に San 
Quentin州刑務所 (または死刑囚監房 )に、女性の死
刑囚は Chowchilla中央 California女性施設に収容され
ています。州では、現在これらの受刑者のためのセ
キュリティを強化するコストに繋がるさまざまなセ
キュリティ規制や手続きがあります。例えば、死刑判

決の受刑者は収容房外に出るときは手錠をしたうえ
で一名または二名の看守により付き添われています。
更に、他の受刑者とは異なり、死刑囚は現在、別の
収容房に配置する必要があります。
裁判所による執行停止。州では死刑囚の執行に致死注
射を使用しています。しかし、州の致死注射手続きを
取り巻くさまざまな法的問題のため、実行は 2006年
以降されていません。例えば、裁判所が州が、2010
年にその実行規則を改正した時に行政手続に指定さ
れた管理手順に従っていないと指摘しました。これ
らの手順は週の規制の作成プロセスに参加する機会
を一般人に提供するために、特定の活動に従事する
州機関が必要です。致死注射規制の草案が作成され
ており、現在は公開レビュー中です。 

提案
本法案は、死刑判決に法的課題がかかる時間を短縮す
ることを目指しています。具体的には (1)人身保護請
願は第一審裁判所で審理される必要がある (2) 死刑判
決の法的異議申し立てに時間制限をつける (3) 死刑囚
の代理弁護士を専任するプロセスを偏光 (4)他の様々
な変更 を加えます。(この投票 - 提案 62 - にも死刑
に関し、他の尺度があります。提案 62は第一級殺人
のための死刑を排除しようとしています。)

人身保護請願は第一審裁判所で開く必要があ
ります
その本法案は人身保護の請願が California最高裁判所
の法廷ではなく、一審裁判所で審理されている必要が
あります。(直接控訴は California州最高裁判所で審
理されていくでしょう )具体的には、これらの人身保
護請願は、別の裁判官や裁判所に正当な理由が提示さ
れないかぎり、元の殺人事件を扱う裁判官により行
われるでしょう。本法案は控訴裁判所に上告できる、
彼らの決定を書面で説明する一審裁判所が必要です。
控訴裁判所による決定はその後、California州最高裁
判所に上告することができます。本法案は California
州最高裁判所にいかなる現在保留中の人身保護の請
願も一審裁判所に転送することができます。 
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死刑判決の法的異議申し立てに時間制限を 
設定
人身保護請願、直接控訴の申立は五年以内に完了す
ることが必要です。本法案は直接控訴と人身保護請
願の手続きが死刑判決から五年以内に完了すること
を要求しています。本法案ではまた、直接控訴と人
身保護請願がこの期間内に完了していることを確実
にするために、その規則を改正する司法評議会が必
要です。この五年間の要件は、新たな法的異議申し
立てに適用され、また同様に現在法廷で保留中の案
件にも適用されます。現在保留中の異議申し立てに
ついて、本法案では改定されたルールが採用されて
から五年以内に完了することが必要です。その手続
きが五年以上かかる場合は被害者やその弁護士は遅
延に対処する裁判所命令を要求することができます。
弁護士選任の一年以内に人身保護請願の提出書類が
必要です。本法案は死刑囚の代理に任命される弁護士
はその任命の一年以内に裁判の法廷で申し立てをす
ることを要求しています。第一審裁判所は、一般的に、
その後申立てについての決定を下すために一年間必
要とします。請願書がこの期間内に提出されていな
い場合、被告が無実であるかまたは死刑に値しない
と判断される場合を除き、申し立てを却下しなけれ
ばなりません。
その他の制限の制定。上記の期間悪に対応するため
には、本法案は死刑判決に対する異議申し立てにそ
の他の制限を制定しています。例えば、本法案には
最初の請願が提出された後、裁判所は被告が無実か
または死刑に相当しないという疑いのある場合を除
いては、追加の人身保護請願は受け付けることがで
きません。 

弁護士任命の手続きの変更 

 本法案は死刑囚を代理する弁護士が満たすべき資格
の変更を検討することを司法評議会と California州最
高裁判所に要求しています。本法案によれば、これ
らの資格とは (1)有能さを証明し、(2) 死刑判決への
法的異議申し立てに関して、適宜聴取することので
きる弁護士を増やすことができるなどです。本法案
はまた、一審裁判所 - California最高裁判所ではなく 
- に人身保護請願のための弁護士を任命することも定
めています。

また、本法案では弁護士が特定の状況下で直接控訴す
るために任命されている方法も変更しています。現
在、California州最高裁判所はそれらの資格を有する
弁護士のリストから任命しています。本法案のもと
では、特定の弁護士はまた、非死刑判決事件のため
に控訴裁判所より選定されたリストから専任するこ
ともできました。具体的には、これらの弁護士の中で、
(1) 最も深刻な非死刑事件の任命の資格がある (2) 死
刑事件への任命のために司法委員会で採択された資
格を満たしている弁護士が、控訴裁判所の任命リス
トに残りたい場合、直接控訴の任命を受ける必要が
あります。

その他の偏光の設定
人身保護リソースセンター運営。本法案では人身保
護リソースセンターの五名からなる理事会を排除し
センターを監視するために California州最高裁判所を
定めています。本法案ではセンターの弁護士も州立
公選弁護人の事務所と同じくらい支払われ、また法
的活動が制限されているように定めています。
受刑者の仕事と犯罪の被害者への支払い。現在の法
律では一般的に、彼らは刑務所にいる間は働くこと
が可能です。州立刑務所の規則は、これらの、あま
りにも大きなセキュリティのリスクを及ぼす受刑者
をこれらの要件から除外することができます。また、
受刑者は犯罪被害者への弁済を行うために裁判所に
より要求される場合があります。受刑者が受け取る
金額の最大 50%はこれらの債務を支払うために利用
されます。本法案では、死刑宣告を受けた全ての人
が週の規則によると州立刑務所にいる間は働かなく
てはいけないことを意味しています。本法案では州
の規則を変更することはできませんので、受刑者の
関連する既存の刑務所のの就業規則を必ずしも変更
する必要はありません。更に、本法案では死刑囚の
受け取る金額の 70%は被害者への債務にあてるべき
と定めています。
死刑の執行。本法案では州は任意の刑務所で死刑囚
を収容することができると定めています。本法案で
はまた、行政手続法から州の実行手順を除外していま
す。また、本法案では州による執行方法にさまざま
な変更を定めています。例えば、執行方法についての
異議申し立てについては死刑宣告をした裁判所での
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み聴取することができます。さらに、このような異
議申し立てが成功した場合に加え、本法案では一審
裁判所に有効な実行方法を命令するように定めてい
ます。州が規定の方法を使用して執行するのを連邦
裁判所が阻止した場合、州刑務所は 90日以内に連邦
規則に則った執行方法を作成しなければなりません。
最後に、本法案では、特定の州法による執行をサポー
トするさまざまな保健医療の専門家を、執行により
特定の法律や懲戒処分の対象になることから免除し
ています。

財政的影響

州訴訟費用
法的異議申し立てごとのコストへの影響。死刑判決
に対する各異議申し立てに関連する州の訴訟費用の
財政的影響は不明です。実際のコストは、四つの主要
な要因によって大きく異なる可能性があるためです。
（1）提出された訴訟の複雑さ （2）州裁判所がどのよ
うに既存そして新しい異議申し立てを処理するか （3）
死刑囚受刑者に任命できる弁護士の可用性、（4）そ
れぞれの法的異議申し立ての処理に必要な追加の弁
護士の可用性。 

一方で、本法案はそれぞれの異議申し立てのコスト
を削減することができます。例えば、各異議申し立
ては通常五年以内に終わらせなければなりませんが、
同様に提出することのできる人身保護請願には限り
があり、結果より少なくより短い法的文書の提出で
済む場合があります。これらの変更はそれぞれの法
的異議申し立てのより少ない時間と週のリソースを
削減できることがあります。
一方、一部の本法案の条項ではそれぞれの異議申し立
てのコストを増大させることもありえます。例えば、
人身保護請願の審査に必要な追加の弁護士は結果と
して異議申し立て手続きのリソースと時間の増加に
繋がることがあります。更に、州が人身保護請願の
際に一審裁判所が控訴裁判所に控訴した時には新し
い弁護士を専任しなければならないと判断した場合
などに、追加の弁護士費用がかかる場合があります。
これらのことにより、死刑判決に関連する異議申し
立ての年次経済的影響は不透明です。 

短期的な年間コストは既存のケースへの加速する出
費により高くなる。各異議申し立てに本法案がどう
影響しようかにもかかわらず、本法案は死刑判決に
関する法的手続きの州の支出を増加させるでしょう。
なぜなら、本法案で指定された期限のある、数百も
の保留中の訴訟があるため、短期的に年間コストは
増加を招くことになるためです。州ではこれらの費
用の一部またはすべて今後数年間で節約することに
しなければ、更に長きにわたって時間が掛かるでしょ
う。対処する必要のある、膨大な数の保留中の件を考
えると、これらの加速する額と期間は短期的には不
明です。このようなコストは、長年にわたって、毎
年数千万ドルになり得ます。

州刑務所
州が死刑囚の収容方法を変更する限り、この対策は
州刑務所の節約になる可能性があります。例えば、
男性受刑者が San Quentinの独居房に収容される代わ
りに、他の刑務所に転送された場合、これらの受刑
者の収容及び監視コストを削減することができます。
また、本法案の範囲は結果として死刑囚の数を削減
することになり、州もさらにコストを削減すること
ができます。合計するとこのような潜在的な削減は
年間数千万ドルに及ぶ可能性があります。

その他の財政的影響
本法案の変更が California州の殺人事件や殺人裁判で
検察官が死刑を求める頻度などに影響があり、本法
案は州および地方政府の支出に影響を与える可能性
があります。結果として得られる財政的影響はもし
あるならば、今だ不明であり、推定できません。

本法案に賛成または反対するために結成された 
委員会のリストについては、http://www.sos.ca.gov/
measure-contributions をご覧ください。委員会の 

献金トップ 10 リストにアクセスするには、 
http://www.fppc.ca.gov/transparency/top-contributors/ 

nov-16-gen-v2.html をご覧ください。


